
コンパス通信 

カスハラ・就活セクハラ対策を盛り込む法改正が行われます 

 

 

都城市八幡町 1－17 

社会保険労務士法人 コンパス 

TEL：0986-21-1813 FAX：0986-21-1812 

 

ホームページ（https://tateyama-sr.com/）にて最新の情報を随時お届けします！ 

※会員登録していただくことで会員限定のニュースリリースもご覧になれます！（無料） 

 

 

 

 

 

 

 

 ６月４日、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律等の一部を改正

する法律が参議院本会議で可決・成立しました。一部を除き、公布の日から起算して１年６月以内で政令で定める日

に施行されます。 

◆改正の背景 ～就活等セクハラを受けた経験は約３割 

今まで、主に「セクシュアルハラスメント」、「マタニティハラスメント」、「パワーハラスメント」といったハラス

メントは「事業主が雇用する労働者」が念頭に置かれていました。 

 そのため、就職活動中の学生等は、「事業主が雇用する労働者」ではないことから、現状では、事業主の雇用管理上

の措置義務による保護の対象外となっています。 

 そんな中、「就活等セクシュアルハラスメント（就活等セクハラ）」などに関して調査した厚生労働省の資料※によ

ると、就活等セクハラについて過去３年間に相談があった企業は 0.7％に過ぎないが、2020～2022 年度卒業で「イ

ンターンシップ中にセクシュアルハラスメントを経験した者」は 30.1％、2020～2022 年度卒業で「就職活動中に

セクシュアルハラスメントを経験した者」は 31.9％との状況となっています。 

※ 令和 5 年度「職場のハラスメントに関する実態調査」 

 

◆改正の概要 

１．ハラスメント対策の強化【労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法】 

① カスタマーハラスメントを防止するため、事業主に雇用管理上必要な措置を義務付け、国が指針を示すととも

に、カスタマーハラスメントに起因する問題に関する国、事業主、労働者及び顧客等の責務を明確化する。 

② 求職者等に対するセクシュアルハラスメントを防止するため、事業主に雇用管理上必要な措置を義務付け、国が

指針を示すとともに、求職者等に対するセクシュアルハラスメントに起因する問題に関する国、事業主及び労働者の

責務を明確化する。 

③ 職場におけるハラスメントを行ってはならないことについて国民の規範意識を醸成するために、啓発活動を行う

国の責務を定める。 

２．女性活躍の推進【女性活躍推進法】 

令和 7年７月 

月 
【告知】7月 24日・８月 22日 都城市主催「選ばれる企業づくり支援セミナー」が開催されます！ 

 別紙の通り、都城市主催「選ばれる企業づくり支援セミナー」が開催されます。この内、8 月 22 日（金）に

は弊所代表 立山広将 が「働き方改革の必要性について～最新の調査より解説～」というテーマにて、登壇

予定です。是非この機会にご参加ください！ 

 

 

https://tateyama-sr.com/


令和７年３月卒業者の就職状況と令和８年３月高校卒業予定者の求人・募集スケジュール 

① 男女間賃金差異及び女性管理職比率の情報公表を、常時雇用する労働者の数が 101 人以上の一般事業主及び特定

事業主に義務付ける。 

② 女性活躍推進法の有効期限を令和 18 年３月 31 日まで、10 年間延長する。 

③ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の健康上の特性に配慮して行われるべき旨を、基本原則

において明確化する。 

④ 政府が策定する女性活躍の推進に関する基本方針の記載事項の一つに、ハラスメント対策を位置付ける。 

⑤ 女性活躍の推進に関する取組が特に優良な事業主に対する特例認定制度（プラチナえるぼし）の認定要件に、求

職者等に対するセクシュアルハラスメント防止に係る措置の内容を公表していることを追加する。 

⑥ 特定事業主行動計画に係る手続の効率化を図る。 

３．治療と仕事の両立支援の推進【労働施策総合推進法】 

○ 事業主に対し、職場における治療と就業の両立を促進するため必要な措置を講じる努力義務を課すとともに、当

該措置の適切・有効な実施を図るための指針の根拠規定を整備する。 

  

 

◆令和７年３月卒業者の就職率 

 厚生労働省の取りまとめによると、令和７年３月に高校や中学を卒業した生徒について、令和７年３月末現在のハ

ローワーク求人における高校新卒者の就職内定率は 99.0％（求人倍率 4.10 倍）、中学新卒者の就職内定率は 82.6％

（同 2.67 倍）となっています。同じく令和７年３月卒業の大学生の就職率も 98.0％となっており、いずれも高水準

を維持しています。 

◆令和８年３月高校卒業予定者の求人・募集スケジュール 

令和８年３月大学等卒業予定者の採用選考はすでに本格的にスタートしているところですが、令和８年３月高校卒業

予定者の採用選考期日は以下の通りで、６月からハローワークによる求人申込書の受付が始まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

◆高卒採用のニーズが増加 

人手不足で若者の採用が難しくなっている中、近年、高校新卒者の求人数は増加しています。高卒採用は独自のルールが

定められていることから注意すべき点も多いですが、企業のニーズに合わせて活用が検討されるところです。 

 

【参考】 

【厚生労働省「令和７年３月大学等卒業者の就職状況（４月１日現在）を公表します」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11805001/001491440.pdf 

 

【厚生労働省「令和６年度「高校・中学新卒者のハローワーク求人に係る求人・求職・就職内定状況」取りまとめ（３月末現在）」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001492100.pdf 

  

【具体的なスケジュール】 

○ハローワークによる求人申込書の受付開始……   ６月１日 

※ハローワークにおいて求人の内容が確認された後、学校に求人が提出されます。 

○企業による学校への求人申込および学校訪問開始……７月１日 

○学校から企業への生徒の応募書類提出開始   ……９月５日（沖縄県は８月 30 日） 

○企業による選考開始および採用内定開始    ……９月 16 日 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/11805001/001491440.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001492100.pdf


 

 

都城市商工業者等省エネルギー設備導入支援事業費補助金 ※都城市独自事業 

事業概要 

原油価格・物価高騰により、事業継続への不安や先行きへの不透明感が高まっている状況の中、省エネルギー

設備の導入により事業継続・コスト削減に取り組む商工業者等に対し、導入費用の一部を補助金として交付 

※1事業者 1回限り（令和 4年度、令和 5年度及び令和 6年度に補助金交付を受けた事業者は申請できません。） 

※事業着手前に申請が必要。補助金の交付決定前に事業着手（契約・発注・支払等を含む）した場合は対象外 

補助対象者 

次に掲げる要件を全て満たしている者 

①申請時において、都城市内に法人登記（※）及び事業所を有する法人、または、都城市内に住所若しくは事業所を有する

個人事業者 

※法人市民税台帳登載証明書や法人市民税申告書等で事業所の所在が確認できる場合を含む 

②市税の滞納のない者 
※ただし、次のいずれかに該当する者は、補助対象外 

日本標準産業分類（令和5年 7月改定）における農業、林業、漁業に属する個人事業者 

資本金10 億円以上の大企業に該当する法人 

都城市暴力団排除条例（平成 23年 9月 26 日条例第21 号）第 2条第 1号から第 3号に規定する暴力団、暴力団員並びに暴力団関係者 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23 年法律第 122 号）第 2条第 5項から第 10 項及び第 13項第 2号に規定する営業を行う者 

政治団体、宗教上の組織若しくは団体 

上記のほか、補助金を交付することが不適当と市長が認める者 

 

補助対象経費 

補助対象経費（※）の総額が 10万円（消費税抜き）以上であること 

※設備費用及び導入に要する工事費や運搬費等の直接的な費用が対象 

（消費税・地方消費税や保証・保険料、リサイクル料等の間接的な費用は対象外） 

対象設備の要件を満たし、かつ、導入により既存機器と比較してエネルギー使用量の削減につながるものが対象です。 

 

 

 

 

 

※既存機器からの更新が対象。新設や修繕は対象外 

※導入設備は新品のみ対象。中古品やリースの場合は対象外 

※国、県、市等の補助や保険給付などを受けるまたは受ける予定の場合は対象外 

※導入設備は、原則、都城市内の事業者から調達することが条件（設備の特殊性等の理由により調達が困難であると認められる場合は除く） 

補助金額 

 

申請期間  令和7年4月 1日（火曜日）から令和7年 12月 26日（金曜日） まで 

 

補助対象経費の 2 分の 1以内（千円未満切捨） 

補助上限額：100 万円 


